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[事実の概要]
住宅ローン融資を業とするXは、Aが販売または仲介する不動産を購入する客らとのあいだで住宅ローン取引を行なってきた。Aは、これらの客がXに対し負担する債務を一定額の限度において連帯保証する旨をXに約している。また、Bは、この連帯保証契約に基づいてXがAに対し取得する債権を担保するため、Bの所有する不勧産に根抵当権を設定した。

Aの顧客であるY1は、住宅ローンとしてXから金銭を借り受け、Y2は、このY1の借受債務の連帯保証人となった。Y1の右債務は、一九八四年の八月に弁済期が到来した。そこでXは、同年一〇月二六日に右根抵当権の実行を申し立て、これを容れた執行裁判所は、民事執行法一八八条・四五条二項に基づき、競売開始決定正本を同年末までにAに送達した。

Xが、Y1に対しては借受債務の履行を、Y2に対しては連帯保証債務の履行を訴求したのが本件である。本件訴舩が提起されたのは一九八九年一〇月二五日であり、弁済期到来から五年が経過している。Y1とY2は商事短期消滅時効(商法五二二条)を援用したが、原審は、時効が中断しているとしてXの請求を認容した。Y1とY2から上告。

[判旨]
破棄自判、Xの請求を全部棄却。

「物上保証人所有の不動産を目的とする抵当権の実行としての競売の申立てがされ、執行裁判所が、競売開始決定をした上、同決定正本を債務者に送達した場合には、債務者は、民法一五五条により、当該抵当権の被担保債権の消減時効の中断の効果を受けるが(最高裁昭和……五〇年一一月二一日第二小法廷判決・民集二九巻一〇号一五三七頁参照)、債権者甲が乙の主債務についての丙の連帯保証債務を担保するために抵当権を設定した物上保証人丁に対する競売を申し立て、その手続が進行する二とは、乙の主債務の消減時効の中断事由に該当しないと解するのが相当である。」

「けだし、抵当権の実行としての競売手続においては、抵当権の被担保債権の存否及びその額の確定のための手続が予定されておらず、競売開始決定後は、執行裁判所が適正な換価を行うための手続を職権で進め、債権者の関与の度合いが希薄であることにかんがみれば、債権者が抵当権の実行としての競売を申し立て、その手続が進行することは、抵当権の被担保債権に関する裁判上の請求(同法一四九条)又はこれに準ずる消減時効の中断事由には該当しないと解すべきであり、また、執行裁判所による債務者への競売開始決定正本の送達は、本来債権者の債務者に対する意思表示の方法ではなく、競売の申立ての対象となった財産を差し押さえる旨の裁判がされたことを競売手続に利害関係を有する債務者に告知し、執行手続上の不服申立ての機会を与えるためにされるものであり、右の送達がされたことが、直ちに抵当権の被担保債権についての催告(同法一五三条)としての時効中断の効力を及ぼすものと解することもできないことなどに照らせば、債権者が抵当権の実行としての競売を申し立て、その手続が進行すること自体は、同法一四七条一号の『請求』には該当せず、したがって、右抵当権が連帯保証債務を担保するために設定されたものである場合にも、同法四五八条において準用される同法四三四条による主債務者に対する『履行ノ請求』としての効力を生ずる余地がないと解すべきであるからである。……本件においても、Xがした本件根抵当権の実行としての競売の申立ては、本件ローン契約上の債権の消減時効を中断しないというべきである」。
